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はじめに

ここ数年デジタル化，デジタルトランス

フォーメーション，IoT などがメディアでよく

取り上げられている。政府も昨年 6月 14 日に，

IT 新戦略となる「世界最先端デジタル国家創

造宣言・官民データ活用推進基本計画」を閣議

決定し，デジタル技術とデータ利活用の恩恵を

享受，安全で安心な暮らし，豊かさを実感出来

るデジタル社会を実現するとしている。IT 新

戦略の方向性や社会全体のデジタル化に向けた

施策は，日本が欧米に遅れをとることなくデジ

タル化を進める上で非常に重要な取り組みであ

る。一方日本におけるデジタル化の議論は主に

行政や企業を中心に行われてきた感があり，市

民がデジタル化の重要性や意味合いを深く理解

しているとは言い難い状況にある。そこに今回

のCOVID-19 危機が起こり，改めて市民を含め

た社会全体におけるデジタル化について再考さ

せられることとなった。デンマークを含めた北

欧諸国は当初こそ，COVID-19 対応において手

間取っていたが，徐々に政治家がリーダーシッ

プを発揮し，今のところうまく対処している。

デジタル先進国としてその基盤を存分に発揮し

ていること，またデジタルに慣れた市民が政府

と連携する形で危機に臨んでいることも特徴的

だ。本稿ではデジタル先進国といわれる北欧の

中でもデジタル社会が進展しているデンマーク

の事例を俯瞰することで，ポスト COVID-19

で問われる新しい社会システムの在り方につい

て考察を試みる。
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デジタル先進国

北欧デンマークの

社会システム

デジタル先進国のデンマークは，本年欧州DESI（デジタル経済と社会指数）で 3位となっている。北欧の

小国でデジタル化が進んだ理由は，デジタル技術により限られた資源を有効活用する必要があったこと，そし

て 1968 年から導入済みである CPR 番号（日本版マイナンバー）とデジタル統合を通じた成長機会を活か

すべく政府が戦略的な施策を打ち出したことが挙げられる。デンマークのデジタル社会は政治のリーダーシッ

プと共にCOVID-19 危機にも上手く対応した。デンマークの北欧民主主義とデジタル社会のモデルは，これ

からデジタル化が加速する我が国において参考になる事例の一つである。



Ⅰ デンマークでデジタル化が

進展する背景

1．デジタル化の背景

実は日本でデジタル，電子政府の文脈で話題

となるのはエストニアだ。人口が 132 万人とデ

ンマークよりさらに小国だが（デンマークは

580 万人／ 2020 年，福岡県 511 万人）ご存知

の通りデジタル化では世界でもトップクラス

だ。エストニアがソ連からの独立に伴い IT 人

材を軸にした新しい産業の育成，ロシアの脅威

に備える形でデジタル空間に国家機能を構築し

たことに対し，デンマークがデジタル化を推進

してきた背景は異なる。デンマークも北欧の小

国だが，エストニアやフィンランドのようにロ

シアと国境を接している訳ではないので，デジ

タルを安全保障対応に使うという意識は低い。

デンマークでデジタルが進展した背景は，主に

①社会保障制度が充実した国家であり限られた

資源を有効活用する手段としてデジタル技術が

注目されたこと，②エストニアと同様ソフト

ウェア開発など優秀なプログラマーや IT 技術

者がいる環境に政府が戦略的に資源を投入し成

長を支援してきたこと，そして，③ CPR 番号

という（Central Person Register）国民識別番

号（1968 年から 51 年に及ぶ運用実績）があ

り，この番号がビッグデータやデジタル技術と

結びつくことで新たな価値を生み出す環境を作

り出してきたことが挙げられる。①の資源の有

効活用は，社会の高齢化と関係している。デン

マークで 65 歳以上の高齢化率は 20％（2018

年，出典：The World Bank）と日本（28％）

より低い。しかしデンマークは高福祉国家とし

て人口に占める公的部門の雇用は 35.7％（出

典：eurostat 2018 年）であり，日本より遥か

に高い比率となっている。そして高齢化に伴い

これから多くの公務員が退職すると見込まれて

おり，公的セクター，特に福祉部門における労

働者不足が深刻になると予測されていた。そこ

でデジタルを含めた先端技術の活用により労働

生産性の向上を図り，労働者不足を解消しよう

というのがデンマーク政府の戦略となってい

る。この関係で 2010 年から 2016 年にかけ日本

のサービスロボット企業がデンマークで実証実

験を行った。特に介護ロボットは当時日本政府

も開発を支援しており，福祉先進国のデンマー

クで評価されることは国際展開にもつながると

の考えもあり 10 社以上の日本企業が現地で実

証実験を行った。

②の IT 産業の発展と育成について，欧米で

はもともとデンマークは IT やソフトウェア開

発で世界トップクラスの人材を有する国として

知られていた。例えば，プログラム言語の C +

+はデンマーク人が開発したものであるし，

Skype 創業者の一人もデンマーク人である。

このようなデンマークの優れた IT 環境を利用

するために，IBM，Microsoft，Google などが

デンマークで IT の戦略開発拠点を設けてい

る。最近は日本企業もデンマークの潜在力に気

がつき，キヤノン，NEC，コニカミノルタな

どがネットワークカメラ，電子政府，データ管

理などの分野で投資を行った。③の CPR 番号

はデンマークのデジタル化で一番重要な要素

だ。10 桁の番号で構成され，最初の 6 桁は生

年月日（dd-mm-yy）を表し，最後の 4 桁は

ランダムに与えられた番号となっている。全て

の国民が CPR 番号を有しており，公共サービ

スの利用時だけでなく銀行口座の開設など民間

サービスを享受する際にも個人認証として広く
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利用されている。CPR番号が優れているのは，

理論的にこの番号にデンマーク人の人生データ

が統合管理されていることだ。住民登録，学

歴，納税，年金，不動産購入や売却の情報，免

許証やパスポートの発行，そして 1977 年以降

は医療データと連携され，入院・通院，検査・

手術・投薬履歴，遺伝子の情報まで紐づいてい

る。国民識別番号の整備により個人情報とデジ

タル基盤がつながりデジタル社会がさらに進展

することになる。

2．デジタル戦略の変遷と新デジタル戦略

デンマークも現在のようなデジタル環境を短

期間で構築できた訳ではない。2001 年から政府，

地域，地方自治体間の緊密な連携により段階を

踏んで推進されてきた（図 1参照）。デンマー

クのデジタル化の流れは，まず 2001 年以降，

市民や行政機関に対するデジタル化の啓発活動

から推進された。次に行政サービスにおけるト

ランザクションのデジタル化に伴い 2003 年に

sundhed.dk（医療ポータル），2005 年 NemKonto

（公共サービスの決済口座）が導入された。次

に 2007 年よりデジタル共通インフラ構築と電

子私書箱などデジタルサービスの義務化が実施

され，特に市民ポータル borger.dk の運用が開

始。そして 2011 年以降に新電子署名の NemID

とオンライン・セルフサービスが導入された。

2016 年 5 月には新たな「デジタル戦略 2016-

2020」が発表された。このデジタル戦略の特徴

は，デジタル化の目的として，コスト削減と効

率化だけでなく価値創造と成長の実現を掲げて

いることだ。中でもデンマークらしいことは市

民に対して，「デジタル社会により信頼に基づ

いた新しい生活基盤を保障することが，高品質

かつ効率的な公的サービスの目指すべきことで

ある」としていること。つまり，デジタルが自
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己目的化しやすいことを踏まえ，デジタル化は

最終ゴールではなく信頼ベースの次世代型社会

システムを構築する手段であるとしていること

だろう。デジタル戦略の柱として 3つ設定して

いて，①デジタルソリューションを容易に利用

できる環境を整えること，迅速と高品質なサー

ビスの保障（デジタル化は市民に真の高付加価

値を提供しなければならない），②デジタル化

を国の成長に活かすため最適な条件を提供する

こと（例えば民間事業者の公的機関に対する報

告＆申請業務負荷を軽減する），③セキュリ

ティと信頼の確立（福祉で培われたのと同様の

“信頼”をデジタル社会でも確立する）である。

これらは野心的な目標であるが同時に現実的で

あり数年の間に開発されるべきものであるとし

ている。

3．デジタル成長戦略，国家人工知能戦略

デンマーク政府は 2016 年の「デジタル戦略

2016-2020」に続き 2018 年 1 月「デンマークの

デジタル成長戦略」を策定した。戦略のビジョ

ンは明確で，デジタル化で先行している優位性

を活かし，「デンマークはデジタル化でフロン

トランナーになる」としている。重要な点は，

デジタル化は公的セクターや企業の効率性向

上，競争力強化という視点だけでなく，国民全

員にデジタルトランスフォーメーションを通じ

た繁栄をもたらす機会を提供するとしているこ

と。つまり特定の領域におけるデジタルトラン

スフォーメーションではなく，市民を含めた国

家全体のデジタルトランスフォーメーションの

必要性を明示していることだろう。デジタル化

により社会全体の底上げを実現しない限り，厳

しい国際競争でデンマークのような小国が生き

残ることは出来ないからだ。デジタル成長戦略

の骨子は 3つあり，①デンマークのビジネスが

デジタル技術の利活用でフロントランナーにな

ること，特に中小企業が先端デジタル技術を利

用できるようになるため政府がその推進体制を

保証する，②デジタルトランスフォーメーショ

ンを実現するため政府として最高の環境を整え

るとしている。特に新しいビジネスモデルや投

資を惹きつけるため規制緩和とサイバーセキュ

リティ及びデータ処理体制を強化する，③全て

のデンマーク人がデジタルトランスフォーメー

ションに対応し，EUで最もデジタル化に対応

した国民となる。そのために適切なツールと教

育を提供し，将来の労働市場に備えるとしてい

る。これらの戦略を実行するための 6つの領域

を定めている。

①デジタル成長を強化するためのデジタル・

ハブを設置

②中小企業のデジタル対応を強化

③デンマーク人のデジタルスキルを強化

④貿易と産業の成長にデータをドライバーと

して活用

⑤貿易と産業の迅速な規制緩和

⑥企業におけるサイバーセキュリティを強化

デンマーク政府はこのデジタル成長戦略に対

応する形で，2019 年 3 月に国家人工知能戦略

を策定した。デンマークが人工知能で人間中心

コンセプトと倫理的な基盤を確立することを目

的とし，人工知能の開発と利用により企業の成

長と発展に貢献するとしている。そして最終の

目標はデンマークの公的部門がデンマーク社会

や市民のために，世界水準のサービスを提供で

きるようにすることであるという。ここでも人

工知能の技術開発競争や産業競争力確保という

視点にとどまらず，社会全体の価値創出に結び

つけていることが特徴だ。これを達成するため
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に，4 つの重点分野に分割された 20 の具体的

な取り組みが定義されている。①人工知能の開

発と利用のための倫理原則とイニシアティブを

備えた責任ある基盤の整備，②高品質なデータ

へのアクセス環境整備，③強力なコンピテンス

と新たな知識体系の獲得，④デンマーク企業へ

の投資を確保するための取組み強化を挙げてい

る。このようにデンマークはデジタル化，デジ

タルトランスフォーメーション，そして人工知

能を個別に対応するのではなく，関連づけるこ

とで統合し，社会全体の成長と発展につながる

包括的な仕組みを構築している（図2）。

Ⅱ デジタル化の事例

1．DESI ランキング

欧州では毎年 DESI（デジタル経済と社会指

数）というデジタル化の評価を行なっており，

デンマークは 2014 年〜2018 年まで 5 年連続欧

州 1 位となっている。2020 年は 3 位で上位国

とほぼ同等水準となっている。（1 位フィンラ

ンド，2 位スウェーデン，4 位オランダ，因み

にエストニアは 7位）日本でデジタル先進国と

考えられているエストニアとの違いは何かとい

うと「デジタル技術の統合」にある。このデジ

タル統合がこれから社会のデジタル化で重要と

なる。政府基盤がデジタル化（デジタルガバメ

ント）されたとしても，それは政府の業務トラ

ンザクションが電子化されたに過ぎない。しか

し，私たちの生活は行政だけでなく，エネル

ギー，交通などの社会インフラ，農業，産業，

医療，福祉，教育など様々な領域と関係してい

る。これらセクター間がデジタルでつながって

いない，デジタル統合化されていないと新たな

価値を創出することは難しい。
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2．市民ポータル（borger.dk と sundhed.

dk）

borger.dk は 2007 年から運用が開始された

市民ポータルである（図 3 参照）。2000 年代

に構築された行政システムはユーザーインター

フェースの統一性がなく不便であると指摘され

ていた。そこでデンマークの強みであるデザイ

ン力を公共システムでも積極的に活かすとの狙

いもありデザイン会社がプロジェクトに参画し

て市民目線のポータルが作られた。市民はこの

ポータルから生活に必要な行政情報はほぼ全て

取得することが出来る。個人情報をまとめたマ

イページでは住居・転居，税金，年金，教育な

どに関する情報をいつでも閲覧することが出来

る。この borger.dk にアクセスすれば基本的に

行政の窓口に出向かなくても，公的サービスを

享受できる仕組みになっている。COVID-19

危機でも人々は窓口に出向かなくても休業補償

などを迅速に受け取ることが出来たとのこと

だ。sundhed.dk（医療ポータル）は先進的な

医療ポータルとして既に欧米で広く紹介されて

いる。過去 TIME も北欧デンマークの医療シ

ステムは米国としても見習うべきものだとして

特集を組んでいる。市民はこの sundhed.dk に

アクセスすると過去全ての医療情報をみること

が出来る。検査結果，通院入院の履歴，投薬情

報など本人も忘れていたことまで確認すること

が出来るので，健康意識が高まり予防に励むよ

うになると説明してくれた外交官もいた。しか

し sundhed.dk の最大の価値は医療情報が統合

され効率に管理出来るようになったことだけで

はない。このシステムには患者と医師が積極的

に協力し病気の治療に当たることを促進する狙

いが込められている。これを政府は患者のエン

パワーメントと呼んでいる。デンマークでも以

前は医者だけが専門知識を有し，患者は受け身

で医師のアドバイスに従うのが一般的であっ

た。しかし患者が自分自身の医療情報を管理す

ることが出来れば，医者をパートナーと位置付

けて病気と向き合うことが出来る。つまりデジ

タル技術により，患者と医師を対等の立場に置

くことで，患者と医師が力を合わせて病気の治
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療にあたることが出来るようになる。これが本

来の医療の姿であるとの考え方だ。医師は患者

の許可を得れば，患者の医療情報を時系列に確

認することが出来る。初診であっても無駄な検

査を行わず，必要最小限の検査と処置により病

院の稼働率を上げ，患者の負担も軽減すること

に繋がる。こうしたデジタル技術活用の前提と

して，理念や哲学がしっかりと組み込まれてい

ることが北欧的であるといえる。

3．オープンデータ・デンマーク（Open

Data DK）

デンマークは福祉国家であるので公的サービ

スが充実している。そこにデジタル化が進展し

ているということは，ビッグデータが公的機関

に蓄積されているということになる。これは現

代社会では非常に有利な点である。どこの国も

個人情報に配慮して，ビッグデータを収集する

ことに苦慮しているが，デンマークは先進デジ

タルインフラと福祉国家であるが故の特性から

自動的に公的機関にビッグデータが集まること

になる。その環境を活かし，以前は自治体毎に

提供していたオープンデータのサイトを，オー

プンデータ・デンマーク（Open Data DK）と

して統合している。このサイトを訪問すれば，

デンマーク主要都市のオープンデータを無料で

自由にダウンロードすることが出来る。オープ

ンデータは個人情報に配慮した形態で，都市の

構造，交通，環境，公共サービス関係のデータ

が異なる形式で保存されている。スマートシ

ティなど新しいサービスを開発する IT ベン

ダーにとっては，このサイトのデータを利用す

ることで初期的な都市ソリューションのアイ

ディアやビジネスケースを作ることが可能と

なっている。

4．フィンテック・クラスター

コペンハーゲン・フィンテックは首都コペン

ハーゲンにあるフィンテックのクラスターだ。

目的はスウェーデンに続きデンマークでフィン

テックのエコシステムを展開，先進的なデジタ

ルインフラと連携したグローバル金融サービス

産業を強化することにある。クラスターは特に

スタートアップ企業の支援に力を入れており，

インキュベーションオフィスのフィンテック・

ラボにはデンマークだけでなく，欧米やインド

のフィンテック・スタートアップが入居してい

る。更にグローバル・ネットワークも強化，毎

年 10 社程度のフィンテック・スタートアップ

とともにロンドン，ニューヨーク，シンガポー

ル，東京などの各都市を訪問し，戦略的パート

ナーシップやビジネスマッチングなどの支援活

動を行っている。昨年も 2回コペンハーゲンか

ら視察団が来日し，日本の CVC との連携可能

性を探る面談が多く行われた。

5．光スマートシティ（DOLL）

DOLL（Danish Outdoor Lighting Lab）はコ

ペンハーゲンの近郊にあるアルバーツルンド市

にあるインテリジェント街灯ラボである。市の

試算によると，街灯を蛍光灯から LED に置き

換えることで約 80％近い照明費用を削減出来

る可能性があるとしている。LED に通信機能

とセンサーを搭載し，クラウドとつなぐことで

インテリジェント化を図ることが出来る。それ

をスマートシティの基本インフラとするべく，

スマートエネルギービル，交通情報，廃棄物管

理，気象＆環境モニタリングなどのアプリケー

ションを開発導入している。DOLL では都市

照明に関する世界中の先端技術とソリューショ

ンを確認することができる。技術開発は地元の
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大学や研究機関も関わっており，先端技術だけ

でなく地域特性を活かした技術評価も可能とな

る。また，世界の照明ベンダーや IT 企業が進

出しているので，DOLL で異なるベンダーの技

術を比較検討も可能となり，スマートシティ向

けの先端都市照明に関するソリューション選び

は DOLL に訪問すれば完結することになる。

公的機関や民間企業の調達＆意志決定者は，

DOLL で革新的で最適な都市照明とスマート

シティソリューションを選定することが出来

る。ソリューション開発企業は DOLL で新し

いインテリジェントな都市照明ソリューション

とスマートシティソリューションを開発実証す

ることが可能となる。こうしたプラットフォー

ムの形成はデンマークが得意とするところだ。

少ない予算，人材，資源を有効活用するために

特定の場所に必要な資源を集積させ，その分野

で世界トップクラスの技術開発，実証，社会実

装を行うという手法である。

Ⅲ デジタル社会の今後

1．COVID-19とデジタル社会

COVID-19 により改めて現代社会における

危機対応力が問われている。欧米では以前から

レジリエンス戦略が準備されている。イギリス

のブリストルは，災害対応だけでなく持続可能

で豊かな都市をつくるためレジリエンス戦略と

50 年構想も策定し，将来直面する可能性があ

る潜在的なショックやストレスから守るフレー

ムワークを提供していた。しかしどの国も

COIVD-19 にはレジリエンス戦略だけでは十

分でなかったようだ。デンマークも COVID-19

に対応するため，フレデリクセン首相を中心に

対策チームを立ち上げ 3 月 13 日に国境封鎖を

発表，そして，まだ感染による死者が出ていな

い段階でイタリアに続いてロックダウン（都市

封鎖）を実施した。その結果，感染爆発を防ぎ

4 月 15 日から外出禁止令は緩和され保育所と

小学校（小学校 5 年生以下）は再開されてい

る。デンマークの場合は首相のリーダーシップ

による迅速かつ的確な判断により，医療崩壊な

どの危機的状況を回避しながら，今のところ経

済活動を徐々に回復させることに成功してい

る。そして，ここでデジタル先進国としての優

位性が発揮されている。前述の通り，デンマー

クでは日本のマイナンバーに当たる CPR 番号

が割り当てられている。今回は緊急事態という

ことで，全国民に政府からメールにテキスト

メッセージで，ロックダウン直後，週末の外出

規制について知らせが入ったとのことだ。ただ

このコミュニケーションも日本と違うのは，北

欧的なオープンでおおらかなもので，「週末は

お互い思いやりを持ちながら感染に気をつけて

良い週末を過ごしましょう」とのメッセージ

だったらしい。因みにフレデリクセン首相も 3

月 13 日に記者会見を行なっている。相手はビ

デオ通話の 9 歳から 17 歳の子供たち。首相は

可愛い素朴な質問にも子供扱いせず，しかし，

優しく丁寧に回答している。デジタル化が進ん

でも最後は人間としての豊かなコミュニケー

ション力が問われているのはどこでも同じだ。

他にもデジタル化が功を奏したのは，政府や民

間部門を含め在宅勤務やオンライン授業で殆ど

支障がなかったこと。コミュニケーションはオ

ンライン会議やオンラインホワイトボードなど

が使われた。デンマーク外務省の投資プロモー

ションのセミナーはWebinar で行われ，デン

マークの研究者が，インドや中国の投資家向け

に先端技術に関する投資セミナーを現地時間で
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開催し盛況だったとのこと。このようにデジタ

ルを使いこなすことで，デンマークは大きな混

乱もなく，緊急事態モードながらも最低限の経

済活動が行われていた。もちろん農業，漁業，

そして福祉介護の領域ではサービスが停滞した

とのことで，これらの分野の更なるデジタル化

の検討が開始されているという。また COVID-

19 の第 2波に備えるため，個人情報に配慮しな

がら感染拡大を防ぐ COVIDmeter というアプ

リケーションで，感染者追跡と感染者との接触

情報を告知するサービスも開始している。デン

マークはリーダーシップとデジタル技術をうま

く連携させることで今回の危機に対処している。

2．デジタル化と21世紀型社会システム

最後にデジタル化が先行しているデンマーク

から日本が学べること，またデンマークと比較

することで見えてくる日本の良さを活かした

21 世紀型社会システムについて考察してみた

い。一つ可能性として考えられるのは，やはり

COVID-19 で見えた両国民の対応とデジタル

化だ。デンマークと日本の対応は結果的に類似

性がみられる。例えば ICU 稼働率の問題から

医療崩壊を防ぐ目的で早期に都市をロックダウ

ンしたこと。ただし強制力を伴った完全管理型

ではなく，国民の自主性，信頼に基づいた一人

一人の意識に訴求する形で，緩やかながらも統

率したアプローチはデンマークと日本に顕著な

事例で，明らかに他の欧米諸国やアジアの国々

と異なるものであった。デンマークの場合は，

北欧民主主義と結びつく形でデジタル技術が有

効に機能したことも特徴だろう。一方日本はデ

ジタル化の遅れによる特別定額給付金のオンラ

イン申請の混乱，遅れた遠隔診療の導入，紙と

印鑑文化による出勤問題など改善しなければな

らないことは多くあるが，それでも国民の高い

危機対応能力で感染爆発を防いできた。欧州の

中でもとりわけ個人の権利，自主性が求められ

る北欧デンマークで，市民生活を尊重しながら

も政治力で社会をコントロールし，経済的な損

失を極力デジタル技術で補完したことは日本に

も参考になる取り組みだ。つまり両国とも文化

は異なるが，国民の危機に対応する能力には共

通して高いものがあり，そこを起点にデジタル

化で先行しているデンマークの経験，ノウハウ

を日本で展開すれば，COVID-19 だけでなく

自然災害にも耐えうる高度なレジリエントなデ

ジタルインフラが構築出来るのではないだろう

か？ そして，デジタル技術を導入するだけで

なく，デンマークが実施しているように，デジ

タル上のコミュニケーション力と人間中心のア

プリケーションをうまく日本流にローカライズ

することが出来れば，新しい展開が見えてくる

かもしれない。北欧と日本の良いところを統合

した 21 世紀型社会システムを構築する。そし

て，将来はそのノウハウをアジアやアフリカ，

南米などに輸出，SDGs の視点で新興国の発展

に貢献することで世界の人々に尊敬されなが

ら，持続的に成長出来る新たな国家モデルを創

ることも可能になるだろうと考えている。
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